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平成１８年度行政評価等プログラム 
における政策評価テーマ等について 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 



 
行政評価局の役割と取組方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策評価 

政策効果を把握・分析して評価を

行い、政策の見直し・改善を推進 

・政策評価制度の推進 

・統一性・総合性確保評価の実施 

・客観性担保評価活動の実施 

行政評価・監視 

各府省の業務の実施状況を

調査し、その結果に基づいて

勧告等を行うことにより、行

政の運営及び制度の改善を

推進 

独立行政法人評価 

政策評価・独立行政法人評価委

員会に付与された権限の行使

を補佐することにより、独立行

政法人評価の客観的かつ厳正

な実施等を確保 

 

行政相談 

国の行政全般についての苦

情や意見・要望を受け付け、

必要なあっせんを行うこと

により、その解決や実現を

促進 

○行政相談事案の的確な処理の推

進 

○行政相談の受付窓口の充実及び

関係機関等との連携強化、行政

相談に関する広報活動の充実 

○政策評価・独立行政法人評価

委員会が行う、独立行政法人

等に係る評価に関する評価活

動等を的確に補佐し、同委員

会の機能を最大限に発揮 

○国民の安全・安心の確保、構

造改革の推進といった政府の

重要行政課題の解決の促進や

簡素で効率的な行政の確保に

重点を置いた行政評価・監視

の実施 

○早急に改善を要するものにつ

いては、機動的に実施 

○改定後の基本方針に基づく各府省の政

策評価の適切な実施を促進 

・内閣の重要政策を踏まえた政策評価 

・政策評価と予算･決算の連携強化 等 

○規制の事前評価の義務付けに向けた必

要な取組の推進（18年度中） 

 行政評価局は、政府部内にあって行政の改革・改善機能を担っており、次に掲げる業務の的確

な遂行を通じて、国民に信頼される公正で透明、簡素で効率的な質の高い行政の実現を図ること

をその役割としている。 



平成 18 年度行政評価等プログラムの骨格（案） 
 

 

Ⅰ 政策評価  
 
１ 政策評価制度の推進に関する業務 

 

  政策評価の円滑かつ効果的・効率的な推進と政策評価の質の向上等を図るため、

以下の取組を推進。 

 ① 改定後の基本方針等に基づく各府省の政策評価の適切な実施の促進 

  ・ 内閣の重要政策を踏まえた政策評価 

  ・ 政策評価と予算・決算の連携強化 

  ・ 国民への説明責任の徹底 

 ② 規制の事前評価の義務付けに向けた取組 

 ③ 政策評価に関する広報の積極的な展開 

 

 

２ 評価専担組織としての業務（法第 13 条に基づく計画として位置づけられるもの） 

 

(1) 統一性又は総合性を確保するための評価（法第 12 条第１項によるもの） 

  

政府として指向すべき一定の方向性の下に統一性又は総合性を確保する必要の

ある政策であって、 

① 法令や閣議決定等に基づき政府全体としての取組が求められている主要な行

政課題に係る各行政機関の政策、 

② 行政機関に共通的な行政制度・システムを活用する政策、 

③ 複数の行政機関の所掌に関係する政策であって、法令や閣議決定等に基づき

政策の総合性の確保に関する目的や講ずべき措置が明らかになっている主要な

もの 

について、重点的かつ計画的に実施。 

 

平成 18 年度から 20 年度までの３か年において、環境問題への対応、国民の安

全・安心の確保等政府として統一的又は総合的な対応を要する重要課題について

評価を実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」（平

成 17 年６月 21 日閣議決定）を踏まえ、政策群について府省横断的に検証。 

 

統一性又は総合性を確保するための評価の結果を踏まえて各行政機関が講じた

政策の見直し・改善の状況について、的確なフォローアップを実施。 

 

(2) 政策評価の客観性を担保するための評価活動（評価法第 12 条第２項によるも

の） 

 

各行政機関が実施した政策評価についての審査の結果、政策評価の実例の蓄積



等を踏まえつつ、政策評価の一層の実効性の向上に資する観点から、以下の取組

を推進。 

 

① どのような政策についてどのように政策評価を行っているか又は行おうとし

ているのかなど各行政機関における政策評価の実施状況についての情報の収

集・分析。 

 

② 各行政機関が実施した政策評価について、引き続き、評価の質の向上の観点

から審査を行い、関係機関に結果を通知し、公表。行政機関ごとにかつ個々に

行う審査を、概算要求に関連して行われた政策評価について、重点化を図りつ

つ、できる限り速やかに実施。 

 

③ 平成 15 年８月に公表した「『評価の実施の必要性の認定』の考え方の整理と

今後の取組」等を踏まえ、個々の事案に即して、評価が適切に実施されている

かどうかについての事実関係の把握・整理を行うことを通じて、 

ⅰ 各行政機関が実施した政策評価のうち改めて評価が行われるべきもの 

ⅱ 社会経済情勢の変化等に的確に対応するために評価が行われるべきもの 

について検討。 

評価の質の向上と信頼性の確保を図るとともに、国民に対する説明責任を果

たしていくため、検討を通じて明らかになった事実関係や得られた具体的な知

見を整理の上、各府省に提供、公表。 

 

 

３ 政策評価・独立行政法人評価委員会（政策評価分科会）に関する業務 

  

政策評価に関して政策評価・独立行政法人評価委員会（政策評価分科会）が行う

以下の調査審議に適時適切に対応し、同委員会（分科会）の機能が最大限発揮。 

 

 ① 政策評価に関する基本的事項 

 ② 統一性又は総合性を確保するための評価の実施及び客観性を担保するための評

価活動の実施に係る重要事項 

 

 

Ⅱ 行政評価・監視  
 

国民の安全・安心の確保、構造改革の推進等政府の重要行政課題の解決の促進、簡

素で効率的な行政の確保等に向けて引き続き重点的な取組を実施。 

 

政府の重要行政課題に係る政府関係機関からの協力要請に対しては、積極的に協力

を行うこととし、必要に応じて行政評価・監視を実施。 

 

また、国民からの苦情、事故・災害、不祥事件等を契機として、早急に改善を要す

るものについて、機動的に行政評価・監視を実施。 

 



Ⅲ 独立行政法人評価  
－政策評価・独立行政法人評価委員会（独立行政法人評価分科会）に関する業務－ 

 

 独立行政法人の事務・事業の見直し及び業務実績に係る評価等に関して政策評価・

独立行政法人評価委員会が行う次に掲げる活動を的確に補佐し、同委員会（分科会）

の機能を最大限発揮。 

 

○ 独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告についての審議 

○ 独立行政法人の業務実績に関する評価結果についての審議 

○ 国民への独立行政法人評価に関する各種情報提供の充実 等 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 


